
海老名市公共施設再編（適正化）計画【概要版】    
 
改定の主な留意点 

○ 総務省から指針の改定及び見直しを促す通知があったことに伴い、必要項目を記載し、または修
正すること。 

○ 施設にかかる将来費用の算出について、必要工種やサイクルの見直し、近年の物価高騰を考慮し 
て精緻化し、再試算すること。 

○ 施設の現状や今後の動向について、策定時からの状況の変化を反映してあり方を再検討すること。 

１ 海老名市公共施設再編（適正化）計画について 
 
 目的と位置づけ 

再編計画策定の目的 

将来にわたり公共施設におけるサービスの提供を
維持していくために、人口動向等の社会状況や市民
ニーズの変化に応じた公共施設の配置や規模の見直
しを図るとともに、公共施設の保有に伴い必要とな
る将来費用の負担軽減に取り組むことにより、効率
的な運営の実現を目指します。 

 
 

 再編計画の計画期間 

概ね 40 年間を見据えた内容としています。 
 

 見直しサイクル 
概ね５年ごとに検証・見直しを図ります。 
 
 

２ 公共施設を取り巻く現状と課題及び将来見通し 
 

将来人口の見通し 

総人口は当面、増加が続くもの
の、2038 年（令和 20 年）にはピ
ークを迎え、その後は緩やかに減
少に転じると見込まれています。 

年齢階層別では「生産年齢人
口」（15～64 歳）が減少し「老年
人口」（65 歳以上）が増加すると
予想されます。 

 

 

 

海老名市公共施設再編（適正化）計画

えびな未来創造プラン２０２０

市民利用施設の

基本的な方針

インフラ施設の
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個別施設計画
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施設分類別の

方向性

基本人口:第７回線引きの市街化による効果や海老名駅周辺における
民間開発等の進展を見込んだ推計。 

目標人口:20 プランに定められた「めざす姿」を実現するための各
種事業推進による転入増を見込んだ推計。 

図 総人口の推計結果 

平成 29 年３月策定 
令和６年２月改定 

図 公共施設再編（適正化）計画の位置づけ 

財政（歳出）状況 

2022 年度（令和 4 年度）の
歳出決算額は、人件費、扶助費、
公債費を合わせた義務的経費が
47％を占め、特に生活保護や児
童手当等の社会保障に対する支
出である扶助費が 2006 年度 
（平成 18 年度）から約 3.3 倍
の増加を続けているなど増加傾
向です。 

 
 

市民利用施設の現状 
 
施設面積でみると、学校教育

施設が全体の概ね半分を占めて
おり、次いで文化スポーツ施設、
地域コミュニティ施設となって
います。 

 
 

年度別施設面積の分布 

市民利用施設面積の累計では、
築 30 年以上経過した建物が全
体の約 7 割を占めます。 

 
 

市民利用施設の課題 

今後、さらに老朽化していく
建物への対応が必要となること
から、大規模改修や更新等の対
策を確実に実施することが必要
です。 

 
 

インフラ施設の課題 

将来的に新たなニーズが見込
まれるため、新設と維持管理の
バランスを図りながら両者を実
施していくことが必要です。 

 
 

公共施設の更新等に係る 
費用見込及び財政への影響  

将来費用の負担に備えて世代
間公平性を勘案するとともに、
計画的な対応を図る必要があり
ます。  

図 建設年度別・施設面積の分布（市所有分） 
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図 将来費用の試算結果と投資限度額（当初）の比較 
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３ 公共施設の再編（適正化）に関する市民意識 

 
市民アンケート 
今後の市民利用施設の取扱 

概ね 3 分の 2 が「公共施設にかけるコスト
を減らす」方向性の回答を選択しています。 

 
 

市民利用施設にかかるコストを減らす方法 

施設の規模や総量の削減を図る方法が選ば
れています。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市民ワークショップ 

本市の公共施設の現状とあり
方を検討するため、自治会等の
関係団体や高校生及び一般公募
の方 （々36 名）が６つの班に分
かれて、計５回の市民ワークシ
ョップを開催しました。 

 

４ 公共施設の再編（適正化）に向けた方針 
 

市民利用施設の再編（適正化）に向けた基本方針 
■ 市民利用施設の整備・維持管理の方針       ■ 基本的な対応方策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 

方針１ 新規施設の整備は、市民の安全確保を図る場合
や厳選したニーズに対応する場合に行います。 

方針２ 既存施設の統廃合、複合化などにより施設面積
の削減に取り組み、⾧期的にみた施設の保有総
量を現状より２０％程度抑制します。 

方針３ 既存施設の点検等を継続的に実施し、財政的な
制約に対応するために⾧期的な視点から検討
し、必要な改修・更新を実施します。 

方針４ 利用の低迷や設置当初の目的を果たした施設に
ついては、早期に今後のあり方を検討します。 

方針５ 施設面積の約半数を占める小中学校は、人口動
向や地域コミュニティにおける学校の役割など
を考慮した⾧期的な観点から、地域特性に応じ
て統廃合や多機能化を推進し、適正規模での配
置を行います。 

 方策１ 施設分類ごとに取組の方向性を明確化 

※「海老名市公共施設使用料等に関する基本方針」
（2014 年（平成 26 年）9 月） 

方策２ 市民利用施設の保有にかかるコストの縮減 
① 市民ニーズ等の状況変化に対応した施設総

量の適正化 
② 施設配置の工夫による延床面積・管理運営

コストの圧縮 
③ 既存の建物を活用した施設整備 
④ 民間等の施設と連携したサービス提供 
⑤ 他自治体との広域的な連携によるサービス

提供 
⑥ 多様な PPP/PFI 手法の導入可能性を検討 

方策３ 市民利用施設に投入する財源の確保 
① 将来的な支出に備えた基金の活用 
② 基本方針※に沿った使用料の改定による受益

者負担の適正化（目的外使用も含む） 
③ 保有施設を活用した収入の確保 

公共施設にかけるコス

トを維持し、他の行政

サービスは減らす

15.8%

公共施設にかけるコ

ストは減らすが、他

の行政サービスは現

状を維持する

50.4%

公共施設にかけるコ

ストとともに、他の

行政サービスについ

ても減らす

16.0%

住民負担や借金を増や

してでも、公共施設を

現状のまま維持する

5.1%

その他

6.5%

無回答

6.2%

Q3 今後の公共施設の取り扱い

図 市民利用施設の取扱についての考え 図 市民利用施設にかかるコストを減らす方法についての考え 
（望ましいと考える順番に最大３つ回答） 
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■数値目標と効果額 
【将来費用不足額の解消方策（効果額の試算）】 
① 施設の⾧寿命化（約 555 億円） 
② 再編計画による総量削減（約 221 億円） 
③ 国庫補助金の活用（約 233 億円） 
④ 公共施設等あんしん基金の活用（約 105 億円） 
⑤ 市有地の売却による新たな財源の確保（約 100 億円） 
⑥ 施設使用料の活用（約 26 億円） 
⑦ 地方債活用による投資限度額の引上（約 332 億円） 

 

インフラ施設の再編（適正化）に向けた基本方針 
■ インフラ施設の整備・維持管理の方針        ■ 基本的な対応方策 

 

 
 
  
■ 数値目標と効果額 

インフラ施設（公共下水道事業会計である下水道施設分を除外したもの）の投資限度額について、 
当初の 6.3 億円／年から 5.0 億円／年に改め、社会資本整備総合交付金等の国の制度を活用して整備
を進めていきます。  

   下水道施設は、「海老名市公共下水道事業経営戦略」の中で、投資及び財政計画のバランスを図る
こととしています。 

 

全庁的な推進体制の構築  
■ 組織横断的な連携体制 

課題及び情報を共有し、全庁的な整合性をもっ
て計画を着実に推進するため、最高経営会議、行
財政改革推進委員会及び再編計画推進検討部会
の三者による組織横断的な連携体制を確立し、再
編計画を着実に推進します。 

 

■ 再編計画の進行管理について 
具体的な取組の実施状況を毎年度確認し、PDC

Aサイクルに基づくマネジメントを行います。 
 

５ 施設分類別の再編（適正化）の方向性 

 
 
（抜粋） 

大分類 中分類 小分類 方向性 

学校教育 
施設 小中学校 小学校（13 校） 

中学校（６校） 
⾧期的な観点で小中一貫校や義務教育学校化を推進し、40 年後には小中
学校あわせて 12 校程度とすることを検討し、適正規模で配置する。 

地域コミュニティ 
施設 

地域活動 
施設 

コミュニティセンター(10 施設)  
文化センター（２施設） 

他の公共施設との多機能化や集約化について、廃止も含めて施設面積の
20％程度の削減を検討し、適正規模で配置する。 

 

 

方針１ 新規施設の整備は、整備コストに見合った十分な
便益や効果が期待できる場合に行います。 

方針２ 点検等を継続的に実施し、⾧期的な視点から、
予防保全や⾧寿命化などの対応方策の検討を行
い、維持管理を実施します。 

 

方策１ インフラ施設の特性を踏まえた健全度を的確に
管理 

方策２ インフラ施設の保有にかかるコストの縮減 

方策３ インフラ施設に投入する財源の確保 

最高経営会議 
※構成員:市⾧、副市⾧、教育⾧、理事、各部等の⾧ 

行財政改革推進委員会 
※構成員:各部等の次⾧ 

公共施設再編(適正化)計画推進検討部会 
※構成員:各施設所管課等の⾧ 

図 三者による組織横断的な連携体制のイメージ 

投資限度額 
（地方債の充当 

を見込む） 

図 市民利用に係る将来費用のコストイメージ 
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2,164億円
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